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技術関係職種及び専門職種に対する給与等の処遇の事例

技術関係職種

• 建築士及び電気事業主任技術者等に対し、給料の調整額を措置
• 職員が建築基準適合判定資格者、一級建築士、電気主任技術者、一級土木施工管理技士等の資格を
取得する場合に、資格の取得に要する費用の一部を助成

• 規程に定めるデジタル関係等の資格取得に要した費用の一部を助成

専門職種（薬剤師、保育士、看護師 等）

• 特定の勤務先に勤務する薬剤師等に対し、給料の調整額を支給
• 薬学に関する専門的知識を必要とする職で初任給調整手当を支給する必要があると医療局長が認めるものに
ついて、当該手当を支給

• 特定の勤務先に勤務する看護師、保育士等に対し、給料の調整額を支給
• 特定の勤務先に勤務する看護師に対し給料の調整額を、また、医療職給料表適用職員並びに一般職給料表
の１級及び２級の一部職種（助産師、看護師及び准看護師）に対し、初任給調整手当を支給

（出所）各地方公共団体の給与関係条例等を参考に、事務局において作成
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国の「給与制度のアップデート」について

 国においては、社会や公務の変化に適応した人事管理が求められる中で、給与制度についても、現状の課題に対応できるよ
うアップデートを図っていく必要があるとして、令和５年人事院勧告において、その主な取組事項が示された

 今後、令和６年人事院勧告で成案が示され、令和７年４月に新制度が施行される見込み

（出所：令和５年人事院勧告時報告資料）
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民間企業等からの採用時の給与決定及び昇格の柔軟な運用（国の取組）

 民間企業等から職員を採用するに当たっては、採用される者の専門性や業績等を適切に評価し、民間経験を十分に考慮し
て給与を決定する必要がある

 採用後の職員の処遇については、昇格に必要な在級期間の短縮を含め、職員の能力・実績に応じて柔軟に給与を決定する
ことも可能

 人事院においては、上記の運用等を明文化した通知を令和４年９月に発出しており、総務省からは同年同月に各自治体へ
当該通知を周知している

（出所）人事院公表資料より抜粋
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地方における圏域を表す事例 ～地域振興局ブロック～

（出所）各県ＨＰの地域振興センター及び地域振興局の管轄区域を基に、事務局において作成
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5

（出所）総務省ＨＰより

地方における圏域を表す事例 ～連携中枢都市圏～
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（出所）総務省ＨＰより

地方における圏域を表す事例 ～定住自立圏～



地域手当

近隣市町村との支給割合の差に
より、
・ 人材確保に影響
・ 職員のモチベーション低下

10年の見直し期間の短縮

支給地域の広域化

特別交付税の
減額措置の廃止

交通・通信網の発達等に伴う、
地理的一体性、生活・経済圏域
の広がりに対応できない

意見

要望

 市町村単位で支給割合が定められていることにより、地方公共団体からは様々な意見・要望がある
 主に人材確保や地域の実態に応じた生活・経済圏域を考慮してほしいという意見

地域手当に対する地方公共団体からの主な要望（１）
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地域手当に対する地方公共団体からの主な要望（２）

要望項目 主な要望理由

支給地域の広域化
都道府県単位、

生活・経済圏考慮 等

 支給割合の高い地域への人材の流出
 近隣市町村との支給割合の差による職員のモチベーションの低下
 交通・通信網の発達による、近隣市町村との一体性の強化
 テレワークの普及など、通勤せずとも働ける環境が整備されている中で、パーソントリップのみでは

補正が不十分

見直し期間(10年)の短縮
 経済情勢の変化に対応できていない
 近隣市町村との格差が固定化される

特別交付税の減額措置
の廃止

 人材確保の観点から支給割合を引き上げているのに、財政的余裕があるとみなされ、特別交
付税が減額されるのはおかしい

 支給割合の決定は各自治体の判断に委ねるべきであり、特別交付税の減額措置はその障壁
となっている

※ 令和２年度以降の総務省に対する主な要望内容を記載 8



（参考）地域手当の指定基準に関する過去の独自議論

 平成26～27年に開催された、「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会」において、地域手当の指定基準に関
する、地方の実情を踏まえた論点について独自に検討

出所：平成27年11月 地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会
「地域手当の指定基準に関する論点についての考え方」

検討事項 検討内容 検討結果

人口５万人未満の市
及び町村に対する賃
金指数による指定基
準の活用

 人口５万人未満の市及び町村についても賃金指数を試算
 下記の理由により、データの信頼性に問題がある

• 賃金データの存在年数が少なく、十分なデータ数
を確保できない

• 過去10年間の賃金データのばらつきが大きい

中核的な市への通勤
者率による補正（パー
ソントリップ補正）の
延長

 下記により、対象地域を試算
• 補正段階を現行２段階から６段階（最大２級地）まで延長
• ただし、補正による支給割合（級地）の上限は、現行の国の指定
基準の支給割合（級地）から１段階までに限る

 客観的なデータにより労働力市場としての一体性が
示され、かつ、納得性もある支給地域に囲まれた非

支給地における当該支
給地域への通勤者率
による補正の導入

 下記により、対象地域を試算
• 支給地域に囲まれた非支給地域のうち、当該支給地域への通勤者
率が50％以上であるものを支給地域とする

• ただし、補正による支給割合（級地）の上限は、現行の国の指定
基準の支給割合（級地）から１段階までに限る

支給割合の段階の細
分化  現行７級地（非支給地除く）とされている級地区分の細分化を試行

 民間賃金の状況をよりきめ細かく反映できる反面、
支給割合の変動が起こりやすくなり、給与制度の安
定性の面から課題がある

見直し期間の短縮  見直し期間をより短い期間とし、社会経済情勢の変化に迅速に対応さ
せることについて検討

 データの安定性や直近の経済状況の反映が図られ
る一方、給与制度が安定的に運用される期間が短
くなるという課題がある
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